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本市におけるこれまでの取組
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主な経緯

平成２９年度
・再犯防止に係る所管部署決定
・モデル事業への応募決定

平成３０年度 ・モデル事業（伴走型入口支援事業）を開始

令和 元年度 ・事業実施、中間評価

令和 ２年度
・最終効果検証
・法務省への成果報告

令和 ３年度 ・本市再犯防止推進計画を策定・公表

令和 ４年度
・計画に基づき名古屋市立ち直り支援コー
ディネート機関（仮称）を設置



モデル事業を実施した背景

■対象者数の多さ

■多岐にわたる相談支援窓口

■対象者には高齢や障害など複合的な課題や狭間の

問題を抱える方が多く、福祉的支援へのつなぎと

支援の継続が課題（特に入口支援では、国による

取組のみでは支援につながりにくい）
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事 業 名 高齢者・障害者・若者を対象とする

伴走型入口支援事業

対 象 者

再 委 託 先

事 業 期 間

万引き等の比較的軽微な犯罪をして起訴猶予
となった人のうち、福祉的支援を必要とする
高齢者、障害者等、若者

平成３１年１月～令和２年６月（１年半）

特定非営利活動法人くらし応援ネットワーク

（愛知県地域生活定着支援センター受託法人）

名古屋市再犯防止推進モデル事業概要



6

１
コーディネート

名古屋地方検察庁又は名古屋保護観察所からの連絡
に基づき、本人と面談して適切かつ円滑に福祉窓口
等へつなぐとともに、必要な申請支援等を行う。

継 続 支 援２
フォローアップ

本人又はその関係者からの支援ニーズ等を確認し、
その意思を踏まえて、支援開始から６ヶ月間を目安
として、助言その他必要な支援を継続的に行う。

調査・分析３
ヒ ア リ ン グ

コーディネート及びフォローアップに合わせて対象
者へ支援のニーズ・課題等についてヒアリング調査
を実施し、効果検証に向けた情報収集を行う。

つ な ぐ

円滑に福祉的支援を提供するためにコーディネート機関を設置。
福祉へのつなぎと継続支援を通じ、再犯をしなくてすむ環境を整える。

名古屋市再犯防止推進モデル事業概要



7

対象者実数

（想定）

90 人

実績

82 人

高齢者４６人、障害者３０人（精神２１人、

知的７人、身体２人）、若者６人



司法と福祉の連携における課題認識
対象者

地域の社会資源

・犯罪をした者等の支援実績
や支援ノウハウが不足

・その機関の提供するサービ
スの範囲内で支援を実施

・包括的なｱｾｽﾒﾝﾄは難しい

・調整に使える時間が短い
・福祉の専門家でない
・依頼が一方通行になりやすい
・継続的な支援ができない

刑事司法機関

①司法と地域の間に入り、
本人を中心として
必要な支援を実施

②地域の社会資源を活用
できるよう働きかけ ③伴走型の継続的な

フォローアップ

コーディネーターが介在

コーディネート機関設置による３つの成果



令和４年度以降の取組予定



◎モデル事業の成果を踏まえ、犯罪をした人等に寄り

添い一貫して支援する体制（コーディネート機関）

を整備 ※次頁参照

〇コーディネート機関等を中心に関係機関の連携や

課題の共有等を図るためのネットワークを構築

〇庁内外の関係者に対する情報発信や連携強化、

市民・事業者への広報啓発を実施

主な新規施策の方針
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今後の課題（国へ期待すること）
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施策を進める上での課題認識①

市町村が担うべき役割が具体的に示されていない

地方自治体（市町村）の役割や国との役割分担について具体

的な記載がなく、市町村としての取組方針を検討しにくい

⇒本市では、関係者（地検、保護観察所、矯正管区、定着セ

ンター等）等と課題認識を共有し、取組方針を決定

⇒国が市町村に具体的にどのような取り組みを期待している

か示してほしい
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施策を進める上での課題認識②

モデル事業終了後の財政的支援がない

モデル事業を実施した地方自治体を中心に、県費（市費）で

独自に取組を継続する事例がある一方で、モデル事業未実施

の自治体等では取組が進みにくい状況となっている

⇒①と併せて、犯罪をした者等の地域生活の安定に向けた支

援体制づくり等に対する補助を希望（地方自治体の手あげ

による任意事業とし、モデル事業の成果を踏まえて必須項

目を設定するなど）
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施策を進める上での課題認識③

対象者の情報を市町村に円滑に提供する仕組みづくり

検察庁では被疑者・被告人等を入口支援の対象としているが、

地方自治体と入口支援で連携するにあたり、公判で対立当事

者同士となる被告人も含め、円滑な情報提供を期待

⇒省庁間の調整、関係法令を踏まえた統一的な見解が必要

⇒起訴猶予や執行猶予等が見込まれるようになった段階で、

なるべく早く市町村に情報を提供いただくことで、支援の

実効性を高める
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施策を進める上での課題認識④

犯罪をした者等を支える社会資源の拡充、民間協力者の活動

促進

○犯罪をした者等を受け入れる地域の社会資源が不足

○保護司の担い手不足や高齢化、更生保護施設の資金不足、

協力雇用主の業種の偏りなど、民間協力者に関する課題が

顕在化

⇒再犯防止推進法の施行に伴い、地方公共団体へもこれらの

課題解決に向けた取組への意見が寄せられている

⇒国による抜本的な対策の検討
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施策を進める上での課題認識⑤

再犯防止を所管する部局のミスマッチ

市民安全部門等が再犯防止を所管している自治体が一定数あ

るが、市町村においては高齢、障害、生活困窮、社会的孤立

など福祉施策分野における取組が主であり、庁内の足並みが

そろっていない可能性がある

⇒市町村が犯罪をした者等への切れ目のない支援体制の整備

を進める上では、福祉担当部局が中心となるのがスムーズ


